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研究成果の概要（和文）：日本の高齢化地域は、日本人若年者が流出しており、それを埋めるために自治体は外
国人労働者を積極的に受け入れる施策を取っている。日系人、技能実習生がその中心であり、それぞれ別個の労
働市場を形成している。
　①日系人は、製造大企業に請負労働者として就労している。請負労働者は景気変動によって雇用が不安定とな
るが、それは勤続年数の短い人から始まる。雇用調整の対象者は、地元エスニックネットワークを利用して都市
圏に流出する。そのため、恒常的に海外からの受け入れが続く。②技能実習生は、2019年から導入された特定技
能者に一部、代替されている。
日系人、技能実習生のいずれも外国人労働者間で選抜原理が働いている。

研究成果の概要（英文）：　Foreign workers are now indispensable workforce in aging rural areas in 
Japan.
They fill the gap after Japanese young people have left their birthplace. Japanese descendants from 
Brazil and technical intern trainees are main workforces in local manufacturing industries.  Local 
governments are actively taking measures to help them settle.1)Japanese descendants are mostly 
employed as contract workers at large manufacturing companies.  They are certainly unstable workers,
 but in reality, the notice of dismissal starts with workers of short years of services and of poor 
work performances.  2) Technical intern trainees have been partially replaced by specified skilled 
workers, who were introduced in 2019.　They are able to work as long as 5 years as certified skilled
 workers.
　The principal of selection is at work both foreign workers, which have been categorized as 
unskilled workers in former days.　Now foreign workers are changing from temporary to permanent 
workforce.

研究分野：産業社会学、エスニシティ研究

キーワード： 外国人技能実習生　特定技能制度　日系ブラジル人　外国人の国内移動　中小企業の外国人　混合地位
職場　リエゾン人材
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日系人、技能実習生の研究は、第1に産業社会学の中の労働者研究の中に位置づけられる。これまでの非正規労
働の研究の蓄積の上に立って、同じく非正規労働者である外国人労働者を対象として、雇用の安定性や労働条件
などに注目した。第2に、エスニシティ研究領域での意義がある。エスニシティ研究では、彼らを雇用する企
業・職場の研究は少ない。本研究は、外国人労働者を雇用する企業に対してヒアリングを重ね、職場の実態と外
国人労働者の技能レベルを照合する研究として意義を持つだろう。
　さらに日本の中小企業は人手不足で悩んでいるので、本研究は中小企業研究における人手不足対策の指針とし
て社会的意義を持つと思われる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
   
  日本社会の高齢化が進展し、その傾向は地方圏で顕著であった。そうした地域では若年者が流出し
ているために、その不足を外国人労働者の受け入れで補ってきた。外国人労働者の類型は、1つは日系人
であり、他の一つは技能実習生である。また地域の産業振興を目指す地方自治体も、受け入れた外国人労
働者の地元定住化促進策、いわゆる多文化共生施策を実施してきた。  
  
 研究開始の 2021年の時点では、外国人労働者の定住化可能な特定技能制度も導入されていた。しかし
前年から始まったコロナ禍により、外国人の入国自体が差し止められていたため、利用企業は少なかっ
た。そのため、特定技能制度については 2023 年、2024 年の研究期間の後半に、わずかに調査したのみ
である。 
 
 ２．研究の目的 
 
 高齢化地域で不足する労働力を、地域の企業がどのように補っているかを明らかにする目的で、対象
を製造業に絞って外国人労働者の雇用実態を調査した。また彼らが就労する地方自治体の外国人定住化
施策を明らかにする目的もあった。技能実習生、日系人、特定技能者という生産現場で就労するブルーカ
ラー労働者をその類型ごとに地方労働市場の中に位置付けることを試みた。その結果として、日系人と
特定技能者の地域労働市場の定住化および流動化の方向性が検討される。この結果は、地域の活性化の
ために外国人労働者をどのように定住化させるか、という日本社会の課題に応えるものである。 
 
 
３．研究の方法 
 
 フィールドワーク中心である。外国人労働者を雇用している企業と彼らが集住している地方自治体に
ヒアリングを実施した。訪問先は、2022 年が岐阜県飛騨市、福井県越前市、北海道東川町、旭川市、2023
年は島根県出雲市である。 
 
 
４．研究成果 
 
 本研究の実施期間中に、日本社会及び世界は大きな社会変動を経験した。その 1つはコロナ禍であり、
もう 1つがウクライナ戦争である。この結果、研究期間の前半は外国人の入国が禁止され、他方、製造業
においてはロシア関係の輸出が不可能となって生産減となった。前者の要因は人手不足をもたらすが、
後者の要因は人手緩和につながり、両者の要因が相互に影響しあって、従来までの外国人労働者雇用企
業は、より抜本的な労働者確保策を見直している最中であった。また特定技能制度については、2023 年
以降の調査しか可能でなかったが、新制度の導入によって外国人労働者が一時的に日本に滞在する労働
力ではなく、より恒常的で信頼可能な労働力として期待されてきていることが分かった。 
 
 そこで明らかになったことを以下に整理した。 
 
(１）日系人から特定技能者へのシフト 
  
 これまで人口減少地域の日系人は、ブラジルで人材派遣会社(製造請負企業)に直接雇用の形態で採用
されてきた。日系人は日本でも名古屋を中心とする中部地方に集住しており、既に東海圏に居住する日
系人を日本海側の地方都市へ移動させることは難しかったからである。しかし供給源としての日系人は
本国ブラジルでも減少傾向にある。製造請負企業は、このブラジル人に代わって技能実習生のように勤
務先が固定されない特定技能者に注目し、この特定技能者に従来の製造請負作業を担当させるようにな
った。コロナ禍の人手不足に際しては、日本人の請負労働者が高い手当付きで雇用されたが、契約終了後
にほぼ全員が離職したという苦い経験を請負先企業と請負業者が経験し、新たな人材供給源として特定
技能者に着目したともいえる。 
 
(２）日系人の転職行動 
 
 日系人は、非正規雇用者として雇用は不安定である。そのため、生活を安定させる手段として、請負先



の企業での雇止めに遭遇した際に、いくつかの方法を持っている。それは、①共働きで短期間、配偶者の
収入に頼る、②親族ネットワークを利用して別の地域に転居、③地元中小企業に正社員として勤務、など
である。また雇用を確実にするために、請負先で雇止めに合わないよう自分の技能を磨いて長期勤続を
実現する人もいる。 
 しかしながら、2つの時点(2019 年の前回科研調査と 2023 年の今回科研調査)で雇止め者の行動を見る
と、景気回復とともに、地元中小企業から元の雇用先である製造請負企業に再度、雇用を希望する人が少
なくなかった。また他の地域へ転居する場合は、家族ぐるみで転居するので、彼らが地域に戻ることは望
み薄であった。こうした日系人の頻繁な転職行動は、請負先企業にとって人事管理を複雑にする要因で
もあるので、より定着が見込まれる特定技能者を請負労働者として受け入れようと判断するようになっ
た。 
 
 
 (３）技能実習生から特定技能者へのシフト 
  
 人手不足の地方企業にとって、制度上、受け入れ 3年間の期間は転職が事実上、禁止されている技能実
習生は、転職しないというその事実だけでも貴重な労働力であった。しかし、特定技能者の雇用が可能と
なると、技能実習 2 号を良好に修了するか、あるいは特定技能試験に合格した人が在留資格を取得でき
る特定技能者の方が企業にとって望ましい労働力となった。もし十分な人数の特定技能者を雇用するこ
とが可能ならば、あえて海外から技能実習生を募集する必要性がない、と判断されてきたのである。ただ
し、特定技能者は労働移動が可能なので、十分な高さの賃金の支払い能力がない小零細企業では、依然と
して、技能実習生の雇用を希望している。 
 
  以上、結論としてこれまで以上に、外国人労働者間の階層性がみられるようになった。それは雇用企
業の規模や支払い能力によって雇用する外国人労働者類型が異なってきている。特定技能者になるには、
製造業の場合、一定の技能水準と日本語能力が必要とされるようになったため、特定技能者が上層に、そ
の下に訓練中の技能実習生、また特定技能者に変更する能力を持たなかった技能実習生が位置すること
になっている、といえる。 
  また日系人については、雇止めに際して、能力の低い人から指名されるシステムとなっている。その
結果、長期勤続者は何度かの不景気時の雇止めでもその対象とならなかったわけで、ここにも能力主義
が機能している。日系人全体が雇い止めの対象となるのではなく、勤務成績不良者から解雇となるので
ある。 
 
  日本社会が外国人労働者を一時的、あるいは循環型の労働力とだけみなすのではなく、その中から
優秀な人を選別して日本への定住化を促すという移民政策のシステムが、特定技能制度の導入と、技能
実習制度の育成就労制度への改変を通じてより日本に定着してきたといえよう。 
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